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= (54) Title: SHEET AND ABSORBENT ARTICLE USING SAME

= (54) 発 明 の 名 称 ：シ一 ト及 び これ を用 い た 吸収 性 物 品

(57) Abstract: This sheet (10) has a first protruding section (1) which protrudes t o a first sunace side on the planar view side and
has an internal space (18), and a second protruding section (2) which protrudes t o a second surface side on the opposite side t o the
first surface side and has an internal space (28). The first protruding section (1) and the second protruding section (2) are arranged so
as t o consecutively alternate, having a wall section (3) therebetween, i n each different direction intersecting i n the planar view of the
sheet (10), and spread in the sheet planar direction. The internal space (18) o f the first protruding section (1) opens to the second
surface side, and the internal space (28) of the second protruding section (2) opens to the first surface side. The wall section (3) ex -
tending ：from the peak o f the first protruding section (1) t o the peak of the second protruding section (2) has a section (7) narrowing
towards the internal space (28) of the second protruding section (2).

(57) 要 約 ：
[続 葉 有 ]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

本発 明の シー ト （1 0 ) は、平面視 した側の第 1 面側 に突 出 し、か つ、 内部空 間 （1 8 ) を有す る第
1 突 出部 （1 ) と、前記 第 1 面側 とは反対側の第 2 面側 に突 出 し、か つ、 内部 空 間 （2 8 ) を有す る第
2 突 出部 （2 ) とを有 し、前記 第 1 突 出部 （1 ) 及 び第 2 突 出部 （2 ) は、該 シー ト （1 0 ) の 平面視
交差す る異 な る方 向のそれ ぞれ に交互 に壁部 （3 ) を介 し連続 して シー ト平面方 向に広が って配 され 、
前記 第 1 突 出部 （1 ) の 内部 空 間 （1 8 ) は第 2 面側 に開放 され 、前 記 第 2 突 出部 （2 ) の 内部 空 間
( 2 8 ) は第 1 面側 に開放 され て お り、前記第 1 突 出部 （1 ) の頂部 か ら第 2 突 出部 （2 ) の頂部へ と

繋が る前記壁部 （3 ) に は、前記 第 2 突 出部 （2 ) の 内部 空間 （2 8 ) へ 向 けて括れ た部分 （7 ) を有
す る。



明 細 書

発明の名称 ：シー ト及び これを用いた吸収性物品

技術分野

[0001 ] 本発明は突起のあるシ一 卜及び これを用いた吸収性物品に関する。

背景技術

[0002] 生理用ナプキン、パ ンテ ィ一ライナ一、及び使い捨ておむつ等 といった吸

収性物品において、その機能に応 じて、シ一 卜材の片面に突出 した部分を設

けたものや、筋状 に隆起 した部分を設けたもの、多数の孔をあけたものなど

が開発されている。例えば特許文献 1 には、シ一 卜材の片面に筋状 に延びる

突出部があ り、その断面がかまぼこ （略半円）形状 にされた積層シー トが開

示されている。 これにより、例えばクッシ ョン性のある表面シ一 卜と して用

いることができるとされる。特許文献 2 には、圧縮回復率が高いシ一 卜と し

て、シ一 卜の片面側 に突出 した円錐台状の突出部 をエンボスによって多数設

けたシ一 卜が開示されている。特許文献 3 には、実質的に伸縮 しない 2 層の

シ一 卜状物か らなるシ一 卜であって、上層のシ一 卜状物が多数の直方体状の

凸部 を有するものとされ、上層の凸部 と下層 との間が空洞 となっている吸収

性物品の表面シ一 卜が開示されている。 このシ一 卜により、凸部内の閉 じた

空洞部分に液 を捕捉できて液漏れ防止や隠蔽性が良化するとされる。

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 8 _ 2 5 0 8 1 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 1 _ 2 0 1 6 8 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 4 _ 1 7 4 2 3 4 号公報

発明の概要

[0004] 本発明は、シ一 卜を平面視 した側の第 1 面側 に突出 し、かつ、内部空間を

有する第 1 突出部 と、前記第 1 面側 とは反対側の第 2 面側 に突出 し、かつ、

内部空間を有する第 2 突出部 とを有 し、前記第 1 突出部及び第 2 突出部は、

該シ一 卜の平面視交差する異なる方向のそれぞれに交互に壁部 を介 し連続 し

てシー ト平面方向に広がって配され、前記第 1 突出部の内部空間は第 2 面側



に開放され、前記第 2 突出部の内部空間は第 1面側に開放されており、前記

第 1突出部の頂部から第 2 突出部の頂部へと繋がる前記壁部には、前記第 2

突出部の内部空間へ向けて括れた部分を有するシートを提供する。

[0005] 本発明の上記及び他の特徴及び利点は、下記の記載からより明らかになる

であろう。

図面の簡単な説明

[0006] [ 図1]本発明の一実施形態としてのシ一卜を一部断面により模式的に示す斜視

図である。

[図2]図 1のシ一卜における領域 I I を拡大して示す断面図である。

[図3]図 1のシ一卜における I I I — I I I 線断面を拡大して示す断面図であ

る。

[図4]図 1のシ一卜における I V — I V線断面を拡大して示す断面図である。

[図5]本実施形態のシ一卜の断面を撮像した図面代用写真である。

[図6]第 2 突出部及びその内部空間について厚み方向断面を拡大して模式的に

示す拡大断面図である。

[図7]第 2 突出部の外面を拡大して模式的に示す説明図である。

[図8]本実施形態のシートを押圧して括れ部が積層厚み部となった様子を模式

的に示す説明図である。

[図9]第 1突出部と第 2 突出部との関係を平面視により模式的に示す説明図で

ある。

[図10]本実施形態のシ一卜を押圧したときの様子を模式化して示す説明図で

ある。

[図11]長軸及び短軸のある楕円平面形状を有する第 2 突出部を模式的に示す

説明図であり、 （a ) は平面図であり、 （b ) は正面図であり、 （c ) は断

面側面図である。

[図12]図9 の一部を拡大して示す説明図である。

[図13]壁部の繊維配向の状態を展開して模式的に示す説明図である。

[図14]第 2 突出部の繊維配向の状態を平面視により模式的に示す説明図であ



る。

[ 図15] 本発明の一実施形態のおむつを模式的に示す斜視図である。

発明を実施するための形態

[0007] 本発明は、 クッシ ョン性及び変形性 に優れ、通気性が良好なシー トに関す

る。 また本発明は、前記シ一 卜を用いて排泄物の捕集性 に優れた吸収性物品

に関する。

[0008] 本発明者 らは、上述の従来のものとは異なる形態を探求 し、従来 とは異な

る性質やより良化 した機能を付与 しうるシ一 卜を提供することを目的に鋭意

研究開発を行 った。具体的には、シ一 卜材の片面側のみではな く、表裏両面

に突出 した部分を有する連続 したシ一 卜の作製 とその性質 機能を検討 した

。本発明はこれ らの知見に基づいて完成 させるに至 ったものである。

[0009] 図 1 は本発明の好ま しい実施形態 と してのシ一 卜の要部 を模式的に示す一

部断面斜視図である。図 2 は図 1 のシ一 卜における領域 I I を拡大 して示 し

、図 3 及び図 4 はそれぞれその I I I _ I I I 線断面及び I V — I V 線断面

を示す拡大断面図である。 このシ一 卜1 0 は例えば生理用ナプキンや使い捨

ておむつなどの吸収性物品のシ一 卜部材 と して適用することが好ま しく、第

1 面側 z ，（図 2 参照）を着用者の肌面側 に向けて用い、第 2 面側 z 2 を物品

内部の吸収体 （図示せず）側 に配置 して用いることが好ま しい。以下、上記

図面に示 した不織布 1 0 の上記のとお り第 1 面側 を着用者の肌面に向けて用

いる実施態様 を考慮 して説明するが、本発明がこれにより限定 して解釈され

るものではない。

[001 0] 本実施形態のシ一 卜1 0 は、図 1 に示すように、シ一 卜1 0 を平面視 した

第 1 面側 には、多数の第 1 突出部 1 が縦横の 2 つの方向に面内で斜交する関

係で延び配列されている （以下、 この配列を斜交格子状配列 ということがあ

る。）。 この格子状配列が直交 （9 0 ° ) する関係でもよ く、そのときには

直交格子状の配列 と して区別 していうことがある。本実施形態においては、

その面内における第 1 方向 （X ) と第 2 方向 （y ) が、 3 0 ° ~ 9 0 ° の角

度で交差 していることが好ま しい。 さらにシ一 卜1 0 には、前記第 1 面側 と



反対側の第 2 面側に突出する多数の第 2 突出部 2 が形成されている。 この第

2 突出部 2 も斜交格子状配列になっているが、直交格子状配列であってよい

。その交差角度の好ましい範囲は、第 1 突出部 1 に伴 って定まるため、上記

と同様である。 この第 1 突出部 1 と第 2 突出部 2 とは、シ一 卜面に対 して互

いに反対方向に突出 している。

[001 1] そ して第 1 突出部 1 と第 2 突出 2 とは、シ一 卜1 0 の平面視交差する異な

る方向のそれぞれに交互に壁部 3 を介 し連続 して面方向に広がるよう配され

ている。図 1 においては、 s ，方向及び s 2方向に第 1 突出部 1 と第 2 突出 2

とが交互にシ一 卜平面方向に連続的に配列されている。さらに平面視のみな

らず側面視においても第 1 突出部及び第 2 突出 2 が同一位置にない、つまり

重なりのない関係で両者が交互に配置するようにされている （図 2 参照）。

上記のように して面内の第 1 方向 （X 方向）及び第 2 方向 （y 方向）にそ

れぞれ延び配列された第 1 突出部 1 と第 2 突出部 2 とは、シ一 卜平面方向に

矛盾無 く連続 し、シ一 卜1 0 を構成 している。 ここで、矛盾無 く連続すると

は、特定の形状部分が連なって面状になるとき、屈折 したり不連続になった

りせず、緩やかな曲面で全体が連続 した状態になることをいう。

[001 2 ] 前記 「連続」とは、シ一 卜の素材が実質的に断絶することな くシ一 卜の面

状が形成されていることであり、例えば、断続 した部分ゃシ一 卜素材を部分

的に欠いた孔領域がないことを意味する。ただ し、繊維間細孔のような微細

孔は前記孔領域には含まれない。 これを区別 していうときには、例えば孔領

域をその円相当直径で 1 m m以上のものと定義することができる。上記の 「

連続」の語には、積層シ一 卜であることも含まれるが、本実施形態において

は積層 していない単層のシ一 卜をその好ましい実施形態として示 している。

また、 この 「連続」という語の意味を、不織布の第 1 面側 z ，の面と第 2 面側

z 2の面とが実質的に連なっていると表現することもできる。 ここでの実質的

に連なるとは、上記のとおりに、本発明の効果を損なわない範囲で孔を有さ

ずそれより小さな微細孔を有 していてもよい意味である。

[001 3 ] 本発明のシー トにおいて、第 1 突出部 と第 2 突出部 との配列形態は上記に



限定されず、矛盾無 く連続 しうる配列で配置 しうる形態であればよ く、例 え

ば、第 1 突出部 を中心 に 6 角形の頂点に 6 つの第 2 突出部が配置 し、 そのパ

ター ンが面内に広がる配列であ ってもよい。なお、 この場合、第 2 突出部の

数が第 1 突出部の数 を上回るため、第 2 突出部同士が隣接する状態が生 じる

が、全体 において連続 したシ一 卜状態が構成 される限 りにおいて、 このよう

な形態の配列も第 1 突出部 と第 2 突出部 とが 「交互」に配列 した という意味

に含 まれる。

[0014] 本実施形態 において第 1 突出部 1 及び第 2 突出部 2 は頂部 1 1 及び 2 に

丸みをもった円錐台形状 も しくは半球状 にされている。 よ り詳細 にみれば、

第 1 突出部 1 の突出形状 は尖鋭ではな くどち らか というと半球状であ り、他

方、第 2 突出部 2 の突出形状 はよ り尖鋭であ り頂部 2 に丸みのある円錐な

い し円錐台形状 にな っている。なお、本実施形態 において突出部 は上記形状

に限定されず、 どのような突出形態でもよ く、例 えば、様 々な錐体形状 （本

明細書 において錐体形状 とは、 円錐、 円錐台、角錐、角錐台、斜 円錐等 を含

む意味である。）であることが実際的である。

[001 5] 第 1 突出部 1 及び第 2 突出部 2 には、 その外径 と相似する頂部 に丸みのあ

る円錐台形状 も しくは半球状の内部空間 1 8 、 2 8 を保持 している。第 1 突

出部 1 の内部空間 1 8 は第 2 面側 に開放 され、第 2 突出部 2 の内部空間 2 8

は第 1 面側 に開放 されている。 また、 それぞれの内部空間 1 8 及び 2 8 は、

尾根部 6 を介 して隔て られてお り実質的に連続 しない空間 と して形成 されて

いる （図 2 参照）。

他方、第 1 突出部 1 と第 2 突出部 2 のシー ト厚み方向における間には、壁

部 3 が構成 されてお り、 この壁部 3 ない し上記尾根部 6 を介 して両突出部が

連続するシ一 卜構造 とされている。壁部 3 は第 1 突出部 1 と第 2 突出部 2 と

を繋 ぐ部分である。壁部 3 は、両突出部 とは明確 に領域 区別 されるものでは

な く、両突出部 それぞれの頂部 1 1 及び 2 1 か ら伸びる裾野部分である。つ

まり壁部 3 は、両突出部の共有部分であ り両突出部の一部である。 また壁部

3 は、第 1 突出部 1 の内部空間 1 8 とこれに隣接する第 2 突出部の内部空間



2 8 とを隔て る部分 であ り、両 内部空 間の外縁 をなす部分 で もあ る。

[001 6] シ一 卜 1 0 において、 第 2 突 出部 2 を形成 す る壁部 3 には、 図 5 に示 す よ

うに、 第 2 突 出部 2 の内部空 間 2 8 へ 向 けて括れた部分 （以後、括れ部 7 と

い う。 ）が形成 されている。 図 5 は、本実施形態 のシ一 卜1 0 の断面 を撮像

した図面代 用写真 であ る。 図 5 では、括れ部 7 の配置領域 を一点鎖線 で示 し

符号 7 を付 している。 図 5 に示 す よ うに、括れ部 7 は、 少な くとも 2 箇所 に

対 をな して形成 されている ことが好 ま しい。 つ ま り一対 の括れ部 7 は、 文字

どお り、 第 2 突 出部 2 の断面放物線 の幅 （A ) に対 して幅狭 （B ) にされた

部分 であ る。幅 （B ) は、 一対 の括れ部 7 ， 7 が最 も接近 した位置 でのその

内壁 の距離 であ り、幅 （A ) は、括れ部 7 付近及び その下方 で壁部 3 同士の

幅 が最 も広 い部分 の内壁 間の距離 であ る。

括れ部 7 の幅狭 に関 して、例 えば図 6 に示 す よ うな形態 が挙 げ られ る。 図

6 は、 第 2 突 出部 2 及び その内部空 間 2 8 について厚 み方 向断面 を拡 大 して

模 式的 に示 す拡 大断面 図であ る。 図 6 ( a ) で は第 2 突 出部 2 の断面形状 が

放物線状 であ り、 第 2 突 出部 の幅 （A に対 して括れ部 7 が幅狭 （B と

されている。 図 6 ( b ) で は頂部 2 1 付近 が膨 らんだ形状 であ り、 第 2 突 出

部 の幅 （A 2 ) に対 して括れ部 7 が幅狭 （B 2 ) とされている。 図 6 ( c ) で

は頂部 2 1 付近 が上方 よ りも小 さ くされた形状 であ り、 第 2 突 出部 の幅 （A 3

) に対 して括れ部 7 が幅狭 （B 3 ) とされている。各断面幅 の比率 （B Z A )

は、 0 . 2 ~ 0 . 9 が好 ま しく、 0 . 4 ~ 0 . 8 が さ らに好 ま しい。通液性

の観 点か ら 0 . 2 以上 が好 ま しく、 また、 ク ッシ ョン性 の観 点か ら 0 . 8 以

下が好 ま しい。

[001 7] この幅 （A ) 及び （B ) の関係 について別 の視 点か らいえば、 一対 の括れ

部 7 を通 る第 2 突 出部 2 のシ一 卜厚 み （T ) 断面 において、 第 2 突 出部 2 の

頂部 2 周辺 の曲率 に基 づ く曲線 u よ りも括れ部 7 が内側 に配 され る関係 と

定義 され る。 つ ま り曲線 u がなす幅 よ りも括れ部 7 が幅狭 と して定義 され る

。前記 曲線 u がなす幅 は、前述 の括れ部 7 の幅狭 （B ) の高 さ位置 における

幅 であ る （図 6 参照）。 この定義 の例 と して図 6 を参照 すれ ば、 図 6 ( a )



では、 曲線 u が第 2 突 出部 2 全体 の形状 と一致 し、 その壁部 3 の幅 （A )

に対 して括れ部 7 が幅狭 （B とされている。 図 6 ( b ) で は、 曲線 u の幅

が頂部 1 1 か ら延び る壁部 の幅 よ りも広 くされている。 つ ま り、 第 2 突 出部

2 の内部空 間 2 8 の頂部 2 付近 が大 き くされた巾着形状 であ る。 この例 で

は、 曲線 u の幅 （A 2 1 ) に対 して括れ部 が幅狭 （B 2 ) とされている。 図 6 (

c ) で は、 曲線 u の幅 が頂部 1 1 か ら延び る壁部 の幅 よ りも狭 くされている

。 この例 では、 曲線 u の幅 （A 3 1 ) に対 して括れ部 が幅狭 （B 3 ) とされてい

る。

以上 の例 にあ るよ うに、 第 2 突 出部 2 の内部空 間 2 8 の頂部 2 1 周辺 の空

間広 さに対 して、 その上部 で内部空 間 2 8 が搾 られ るよ うに括れ部 7 が配置

されている ことが好 ま しい。 この観 点か ら、 図 6 ( a ) の比率 （B A )

及び図 6 ( c ) の比率 （B 3 / A 3 1 ) は、 0 . 1 5 ~ 0 . 8 5 が好 ま しく、 0

. 3 0 . 7 5 が さ らに好 ま しい。 図 6 ( b ) の比率 （B 2 / A 2 1 ) は、 0 .

1 ~ 0 . 8 が好 ま しく、 0 . 2 5 ~ 0 . 7 が さ らに好 ま しい。通液性 の観 点

か ら 0 . 1 5 以上 が好 ま しく、 また、 ク ッシ ョン性 の観 点か ら 0 . 8 5 以 下

が さ らに好 ま しい。

[001 8] 括 れ部 7 は、 第 1 突 出部 1 の頂部 1 1 と第 2 突 出部 2 の頂部 2 とを結ぶ

壁部 3 において、 シ一 卜厚 み （T ) に対 して任意 の高 さに配 す る ことがで き

る。 その中で も下記 3 区分 の定義 において、括れ部 7 は、領域 P 2 か ら P 3 の

上部寄 りの範 囲 に、 または頂部 2 1 の曲率 が変化 す る領域 p ' 2 と領域 p ' 3

との境界 に配 され る ことが好 ま しい （図 2 参照）。 また下記 2 区分 の定義 に

おいて、括れ部 7 は、 中央線 （中央面） m又 は m ' よ りも半身厚 み 2側 に、

括れ部 7 が配 され る ことが好 ま しい （図 2 参照）。

よ り具体 的 には、括れ部 7 の頂部 2 1 か らの高 さ （T 7 ) の、 シ一 卜厚 み （

Τ ) に対 す る比率 （Τ 7 / Τ ) は、 0 . 1 ~ 0 . 9 が好 ま しく、 0 . 2 ~ 0 .

8 が好 ま しい。 ク ッシ ョン性 の観 点か ら 0 . 1 以上 が好 ま しく、 また、 ク ッ

シ ョン性 ゃ肌触 りの観 点か ら 0 . 9 以 下が好 ま しい。

[001 9] ( 3 区分 ）



3 区分は、典型的には壁部 3 をシ一 卜厚み （T ) の 3 等分 （P 1 = P 2 = P 3

) と して定義 される。あるいは、図 6 ( b ) のように第 1 突出部 1 と第 2 突

出部 2 との頂部の尖度ない し曲率が異なるときには、壁部 3 は、断面 におい

て直線状 にな った比較的狭い部分の領域 P ' 2 と、 そこか ら湾曲 し丸みを帯び

い く領域 をそれぞれ P ，、P ' 3 と して区分することもで きる。つまり、第 2

突出部頂部 2 の頂部 2 の曲率半径が第 1 突出部頂部 1 の頂部 1 1 の曲率半

径 よ り大 きくされている （曲率が小さい）。 この後者の区分は、図 6 ( c )

においても適用で き、第 2 突出部頂部 2 の頂部 2 の曲率半径が第 1 突出部

頂部 1 の頂部 1 1 の曲率半径 よ り小さ くされている （曲率が大 きい）。

[0020] ( 2 区分）

第 1 面側の半身厚み （t 及び第 2 面側の半身厚み （t 2 ) も上記 と同様

であ り、基本的には、 シー ト厚み （T ) を 2 等分 した線 を中央線 （中央面）

m と し、両半身厚み （t ，， t 2 ) が等 しいもの と してみる。あるいは、第 1

突出部 1 と第 2 突出部 2 との頂部 における尖度 も しくは曲率半径 に差がある

場合 には、壁部の断面直線状部分の中央 と評価 される位置 m ' で区分 し定義

することがで きる。図 6 ( c ) の例では、後者の定義 によるな らば、第 1 面

側の半身厚み t ，< 第 2 面側の半身厚み t 2 とされている。

[0021 ] 次 に括れ部 7 の壁面 3 表面 における好 ま しい形状 について説明する。

括れ部 7 は、壁部 3 表面の周方向の一部 にあ ってもよ く、全周 にあ っても

よい。一部 にある場合は、少な くとも内部空間 2 8 を介 して対向する 2 か所

にあることが好 ま しい。

括れ部 7 ，7 が対 をな して配 される場合、各括れ部 7 は、第 2 突出部 2 を

なす壁部 3 の曲面 において、図 7 ( a ) 及び （b ) に示すように所定の幅 に

筋状 に形成 されたものであ ってもよ く、図 7 ( c ) に示すように点状 に形成

されたものであ ってもよい。なお図 7 ( a ) では括れ部 7 が壁部 3 外周の半

円周長 さに近似するがそれよ りも短 くされてお り、図 7 ( b ) では前記 （a

) のものよ りも短い括れ部 7 とされている。 シ一 卜1 0 において、後述のク

ッシ ョン性ゃ括れ部 7 のばね性 による変形性の付与の観点か ら、図 7 ( a )



や （b ) のように所定幅 に筋状 に括れが形成 されていることが好 ま しい。 こ

の所定幅 に関 して、括れ部 7 が配 される高さ位置の第 2 突出部 2 の外周の半

円周長 さを （C ) と し、括れ部 7 の括れ筋の周長 さを （D ) と した とき、 こ

れ らの比率 （D / C ) は、 クッシ ョン性等の観点か ら0 . 2 ~ 0 . 9 が好 ま

しく、 0 . 3 ~ 0 . 8 がさ らに好 ま しい。

ここで上述 したシ一 卜1 0 の基本構造 に基づ く作用について説明する。

( クッシ ョン性及び変形性）

シ一 卜1 0 は表裏の片面だけではな く両面 において突出 した部分 （第 1 及

び第 2 突出部）を有する。両突出部 においては、 その頂部 1 1 ，頂部 2 1 及

びそれ らの周辺が丸みのある凸 レンズのような形状である。 そのためシ一 卜

1 0 は、 シー ト厚み （T ) 方向の押圧があ っても、両面の両突出部で力が分

散 され、 その構造 に特有のクッシ ョン性 を発現する。 この点については、例

えば従来の筋状の突起や片面の突起ではどう しても線ない し面 と しての弾力

性 を発現することとなるが、本実施形態 によれば三次元的な動 きに対 しても

よ く追従 して両面 において点 （圧力変化 によって円形状 に面積 を増減する）

で支持 されたような立体的なクッシ ョン性 を奏する。

さ らにシ一 卜1 0 は、前述の とお り、壁部 3 に第 2 突出部 2 の内部空間 2

8 へ入 り込んだ括れ部 7 が形成 されている。括れ部 7 は、 シ一 卜厚み （T )

方向の押圧 を分散 し緩和する作用を奏する。例 えば、第 1 突出部 1 側 か らの

押圧は、頂部 1 1 か ら壁部 3 を伝 って第 2 突出部 2 の頂部 2 1 まで及ぼうと

するが、 その応力が括れ部 7 の湾曲部分で分散 されて、第 2 突出部 2 への応

力伝播が緩和 される。 これによ り、前記の丸みのある両突出部 と相俟 って、

シ一 卜1 0 はへた り難 くな り優れたクッシ ョン性が得 られる。 またシ一 卜1

0 は、平面方向の力に対 しても括れ部 7 がそのばね性 を発揮 して、弾性変形

と除重時の形状回復性が優れたもの となる。例 えば第 1 突出部 1 側 の面 に平

面方向の力が加わると、第 1 突出部 1 は括れ部 7 を起点 と してその応力に柔

軟 に対応 して変形 し、 また括れ部 7 のばね性 によ りもとの形状 に回復 され易

し、。他方、第 2 突出部 2 側 は、括れ部 7 で力が緩和 されるので変形が起 こり



にくく安定 したものとなる。

以上のようなクッション性及び変形性の維持の観点から、括れ部 7 は、で

きるだけ角の少ない丸みのある形状であることが好ましい。これにより、繰

り返 しの荷重に対 しても括れ部 7 に応力が集中せずに好適に緩和され、良好

なばね特性が発揮される。

[0023] (通気性）

シ一 卜1 0 では第 1面側および第 2 面側それぞれの面に開放された内部空

間が存在する。このシ一 卜1 0 を吸収性物品に適用すると、開放された多数

の内部空間が着用者から発生する湿気を拡散 しつつ、吸収体側から発散する

蒸気も効果的に拡散させることができる。

(排泄物の捕集性）

シ一 卜1 0 は、内部空間 1 8 及び 2 8 を有することで、吸収性物品のシ一

卜部材として用いると、排泄液や排泄物の物性に応 じて多様な形態でこれら

を捕集 し対応することができる。例えば、図 1 のシ一 卜1 0 の第 1面側 Z l を

肌面側としたと想定 して説明すると、粘度が高く浸透性の低い排泄物であれ

ば、内部空間 2 8 に一時その排泄物がス トックされる。また、粘度の低 く拡

散 しやすい液であっても、複数の内部空間 2 8 に分散 して一時貯蔵される。

このように内部空間 2 8 に捕集された液は、前述のクッション性等によるシ

— 卜1 0 のへたり難さのために、第 1面 1側に液戻りし難い。また第 2 突出

部 2 にある幅狭の括れ部 7 が、それより下方の内部空間に対する内部突起と

なって液の戻りを抑制するよう作用する。また、肌面にまず当たる部分が第

1突出部 1 の頂部 1 1 であり、上記捕集された排泄液ないし排泄物は肌に接

触 しにくくされている。これにより、尿や便、経血やおりものの排泄ののち

にも、幅広 く対応 して極めて良好なサラッと感 じが持続される。

[0024] シ一 卜1 0 の前記の通気性や捕集性に関 し、高い押圧下にあっても、括れ

部 7 は平面方向に広がらずにシ一 卜材が折り重なる積層厚み部 7 へと変形

することが好ましい。たとえば、両面の突出部が潰れて しまうような押圧が

あっても、図 8 に示すように、括れ部 7 が 3 重の積層厚み部 7 1 となること



が好ましい。この積層厚み部 7 1 が厚み方向にある程度の高さを形成するの

で、内部空間 1 8 及び 2 8 が部分的にでも残る。これにより、通気性が維持

され、液の保持領域が残って液流出が抑制される。

前記の積層厚み部 7 が好適に形成されるシ一 卜1 0 の構造としては、シ

— 卜厚みが、シ一 卜上の突起間ピッチ長さよりも薄 く、またシ一 卜上の突起

間ピッチ長さの4 分の 1 よりも厚いことが好ましい。

[0025] (肌触 り）

シ一 卜1 0 には両面方向に第 1及び第 2 の突出部があり、その頂部は丸み

を帯びている。そのため肌がシ一 卜1 0 に接触すると、その肌に対 して点で

柔らかく良好な肌触 りが実現される。また、装着時の圧力に対 しても接触す

る点が面状に増減することで肌触 りを良好としながら、圧力に対するシ一 卜

全体の形状変形を少なく抑えることができ、また、圧力変形からの形状復元

も容易とすることができる。上記の良好なクッシヨン性に起因する作用もあ

り、点接触のような肌との接触による作用と相俟って、独特の良好な肌触 り

が得 られる。また、排泄等を受けたときにも、上述 した点接触が効果を奏 し

、サラッとした肌触 りが実現される。

[0026] シ一 卜1 0 において、前述のクッション性及び変形性をより確かなものと

し、これらの特性と柔らかな肌触 りとを両立させるために、圧縮硬さ （L C

) は、 0 . 0 1 ~ 0 . 3 5 が好ましく、更には0 . 0 5 ~ 0 . 3 が、より好

ましくは0 . 1 ~ 0 . 2 5 の範囲である。シ一 卜1 0 は、圧縮硬さ （L C )

が上記の範囲であるため、適度な空隙を有することができ、柔軟性を保持 し

ながら、高い吸収性能を達成することができる。

[0027] (圧縮硬さ （L C ) の測定方法）

シ一 卜の圧縮硬さ （L C ) は、風合い計測システム K E S —F B 3 —A U

T O - A (力 卜一テック株式会社製、商品名）を使用 して測定 しできる。測

定時の設定は、感度 2 ，圧縮速さ 5 0 秒/ m m、データ取込感覚 0 . 1秒、

加圧面積 2 c m 2 (付属治具）とし、また測定するシ一 卜の大きさは 1 5 c m

X 5 c m とし、測定台の中央に配置 した。測定器の基準設定に従い3 力所



の測定を行い、その平均値を測定値として求められる。

[0028] さらにシ一 卜1 0 のクッション性及び変形性について図 9 及び 1 0 を参照

して以下に説明する。

図 9 は、第 1突出部と第 2 突出部との関係を平面視により模式的に示す説

明図である。第 1突出部 1 と第 2 突出部とが面内の第 1方向 （X ) 及び第 2

方向 （y ) に延びて配置された形態をモデル化 して示 している （X 方向及び

y 方向は一点鎖線で図示 した方向及びこれを平行移動 した方向を含む。）。

円で示された第 1突出 1及び第 2 突出部 2 (破線）はそれぞれ、その平面視

の概略的な位置を示 しており、その中心が頂部の頂点にほぼ一致する。図 1

0 は、接触平面を上述 したような硬質の部材 （例えば金属製の台座と押圧板

) とみて、あるいは実際にそれを用いて、所定の圧力で押圧 したときの不織

布の変形状態を模式的に示 した説明図である。視野としては、図 2 に示 した

断面と同様であるが、簡略化 して示 している。

シ一 卜1 0 は、非変形性の押圧面により5 0 g f / c m 2の圧力で前記不織

布を面方向に押圧 したときにも、該押圧面と前記シー トとの間の内部空間 1

8 及び 2 8 が維持されていることが好ましい。このような内部空間の維持性

は第 1面側もしくは第 2 面側のみであつてもよい。これは、つまり相応の押

圧を受けても適度に反発 し不織布が良好なクッション性を発揮することを示

している。この、 5 0 g f / c m 2の圧力とは、たとえば実際の吸収性物品に

適用されたときに、乳幼児が着座 したときの圧力に相当する圧力である。な

お、本発明において圧力の測定は特に断らない限り、後記実施例に記載の手

順で行った。

[0029] シ一 卜1 0 はさらに、非変形性の押圧面により0 . 5 g f / c m 2の圧力で

前記不織布を面方向に押圧 したときに、該押圧面及び前記不織布の接触面積

S 0 . 5 と前記押圧面の単位総面積 S a (図 9 参照） （面方向に 1 m m 2以上の

空間がある場合、その空間は除く）との比率 （S 0 . 5 / S a ) が 0 . 1 ~ 0 .

4 、更には0 . 1 2 ~ 0 . 3 5 、特に0 . 1 5 ~ 0 . 3 であることが好まし

し、。このような範囲で接触面積 S 0 . 5が押圧に対 して単位総面積より小さくさ



れているということは、図 1 0 ( b ) のように押圧下においても内部空間 1

8 ， 2 8 が維持されていることを意味 し、不織布を触 ったときの柔 らかさ、

も しくは滑 らかさ、 といった優れた触感を有することを意味する。なお、 0

. 5 g f / c m 2の圧力 とは、たとえば実際の吸収性物品に適用されたときに

、着座 していないときの、シ一 卜と肌 との接触状態に相当する圧力である。

[0030] なお、上記のような接触面積比率 となるのは、第 1 面側及び第 2 面側の両

者であることが好ま しいが、片方のみであってもよい。上記単位総面積 S a

と接触面積 S 0 . 5 との関係 について少 し補足すると、図 9 に示 したように単位

総面積 S a は不織布内の平面視 における任意の領域であればよ く、好ま しく

は、第 1 突出部 1 及び第 2 突出部 2 が複数均等に包含される領域である。 こ

れに対 して、図中の実線 による円を第 1 突出部 1 の押圧面 との接触部分 と し

てみると、上記単位総面積 S a における第 1 突出部の接触面積 S 0 . 5は、ハ ツ

チングを した各領域の面積の総和 となる。 この比率が上記接触面積比率 （S 0

. 5 / S a ) となる。

[0031 ] また、本実施形態においては、非変形性の押圧面により 5 0 g f / c m 2の

圧力でシ一 卜1 0 を面方向に押圧 したときに、該押圧面及びシ一 卜1 0 の接

触面積 S 5 0 と前記押圧面の単位総面積 S a との比率 （S 5 0 / S a ) が 0 . 3

~ 0 . 9 、更には 0 . 4 ~ 0 . 8 5 、特 に 0 . 5 ~ 0 . 8 であることが好ま

しい。

このような範囲で接触面積 S 5 0が押圧に対 して単位総面積 より小さ くされ

ているということは （図 1 0 ( c ) 参照）、着座時などの加圧時においても

不織布構造 と して空間が存在 し、吸収性や通気性が維持されるということを

意味する。なお、上記のような接触面積比率 となるは、第 1 面側及び第 2 面

側の両者であることが好ま しいが、片方のみであってもよい。接触面積比率

( S 5 0 / S a ) の見方については、表裏 を異 にする以外、上記接触面積比率

( S o . / S a ) と同様である。

[0032] さ らにシ一 卜1 0 においては、非変形性の押圧面により0 . 5 g f / c m 2

の圧力で押圧 したときのシ一 卜厚み T 0 . 5が、 2 . 5 ~ 5 であることが好ま し



く、更には2 . 8 4 . 5 であることが好ましい。また、非変形性の押圧面

により5 0 g f / c m 2の圧力で押圧 したときのシ一 卜厚みT 5 0が、 0 . 5 ~

1 . 3 であることが好ましく、更には0 . 7 ~ 1 . 1 であることが好ましい

さらにシ一 卜1 0 においては、非変形性の押圧面により0 . 5 g f / c m 2

の圧力で押圧 したときのシ一 卜厚みT 0 . 5と、非変形性の押圧面により5 0 g

f / c m 2の圧力で前記不織布を面方向に押圧 したときのシ一 卜厚みT 5 0 との

比率 （Τ 0 . 5 / Τ 5 0 ) が、 2 . 5 ~ 1 0 であることが好ましく、更には2 . 5

~ 8 であることが好ましい。このようなシ一 卜厚み方向のコシを有する不織

布とすることで、優れたクッション性を有するとともに、素早く液を落とし

込む、また液戻りの低減化、といった吸収性能にも寄与する。

[0033] (厚みの測定方法）

シ一 卜1 0 の厚み Τ 0 . 5及びT 5 0は、風合い計測システムK E S —F B 3 -

A U T O —A を使用して測定することができる。測定時の設定は、感度 2 ，

圧縮速さ5 0 秒/ m m、データ取込感覚 0 . 1秒、加圧面積 2 c m 2 (付属治

具）とし、また測定するシ一 卜の大きさは 1 5 c m X l 5 c mとし、測定台

の中央に配置 して測定する。測定器の基準設定に従い3 力所の測定とし、荷

重 0 . 5 g / c m 2時の厚みをT 0 . 5、荷重 5 0 g / c m 2時の厚みをT 5 0 と

し、それぞれ3 力所の平均値を測定値とした。

[0034] シー ト1 0 の括れ部 7 が壁部 3 表面の周方向の一部にある場合、前述のよ

うにシ一 卜1 0 のクッション性ゃ変形性を付与する観点から、括れ部 7 は、

第 2 突出部 2 の壁部 3 において応力が集中し易いところに形成されることが

好ましい。

例えば、シー トを賦形するために機械方向 （M D方向）にシー ト材を搬送

していくとき、シ一 卜材はM D方向に伸長され易く、C D方向に対 して部材

の強度が低下し易い。そのため賦形されたシ一 卜において、製造時のC D方

向に一致する第 2 突出部 2 の部分に応力が集中し易くなる。少なくともこの

部分に括れ部 7 が対をなして形成されることが好ましい。特にシー ト1 0 が



不 織 布 か らな る場 合 、 製 造 搬 送 時 の賦 形 前 の繊 維 ウ ェ ブは M D 方 向 に繊 維 が

配 向 す る傾 向 にあ るた め、 括 れ部 7 は C D 方 向 にあ る こ とが 好 ま しい。 な お

、 「M D 」 は シ 一 卜材 が製 造 時 に流 れ る方 向 を い い、 「Mach i ne D i rect i on

」 の 略 語 で あ る。 流 れ 方 向 とも い う。 「C D 」 は上 記 M D に シ 一 卜面 内方 向

で 直 交 す る方 向 で あ り、 「Cross D i rect i on」 の 略 語 で あ る。

[0035] また 同様 の観 点 か ら、 第 2 突 出部 2 の 内部 空 間 2 8 の平 面 形 状 が長 軸 及 び

短 軸 を有 す る環 形 状 で あ る と、 短 軸 方 向 に応 力 が集 中 し易 い。 そ の た め、 第

2 突 出部 2 の短 軸 方 向 に、 括 れ部 7 が 少 な くとも対 をな して形 成 され る こ と

が 好 ま しい。 例 え ば 図 1 1 に示 す よ うな形 態 が挙 げ られ る。 図 1 1 は、 長 軸

及 び 短 軸 の あ る楕 円平 面 形 状 を有 す る第 2 突 出部 を模 式 的 に示 す説 明 図 で あ

り、 （a ) は平 面 図 で あ り、 （b ) は 正 面 図 で あ り、 （c ) は 断 面 側 面 図 で

あ る。 図 1 1 に示 す よ うに、 平 面 形 状 が長 軸 m 及 び 短 軸 n を有 す る楕 円形 状

で あ る場 合 、 第 2 突 出部 2 の壁 部 3 の短 軸 n 方 向 に括 れ部 7 ， 7 が形 成 され

る こ とが 好 ま しい。

[0036] 次 に、 上 記 の よ うな形 状 と特 性 を有 す る シ 一 卜 1 0 の形 成 素 材 につ い て説

明 す る。

シ 一 卜 1 0 の形 成 素 材 と して は、 前 述 の形 状 が得 られ るの で あ れ ば、 この

種 の物 品 に用 い られ る各 種 の シ 一 卜材 を用 い る こ とが で きる。 例 え ば、 不 織

布 、 フ イル ム、 織 り布 、 紙 等 が挙 げ られ る。 また、 これ らの 同種 又 は異 類 の

素 材 を複 数 組 み 合 わ せ た複 合 シ 一 卜で あ って も よ い。

シ 一 卜 1 0 を吸収 性 物 品 に適 用 す る際、 そ の部 材 の機 能 に合 わ せ て素 材 や

性 質 を適 宜 選 択 す る こ とが 好 ま しい。 た とえ ば、 液 保 持 性 の 吸収 体 の肌 当接

面 側 にあ る表 面 シ 一 卜や 中 間 シ 一 卜あ る い は 吸収 性 コ アの被 覆 シ 一 卜で あ る

場 合 は、 液 透 過 性 の シ 一 卜で あ る こ とが 好 ま し。 吸収 体 よ りも非 肌 当接 面 側

に配 され る シ 一 卜で あ る場 合 は、 透 湿 性 又 は 防漏 性 の シ 一 卜で あ る こ とが 好

ま しい。 また液 の横 漏 れ 防 止 の た め の サ イ ドシ 一 卜とす る場 合 は、 撥 水 性 の

シ 一 卜で あ る こ とが 好 ま しい。

[0037] シ 一 卜 1 0 を表 面 シ 一 卜等 の液 透 過 性 の部 材 と して 吸収 性 物 品 に適 用 す る



場合、シ一 卜1 o の第一面側を肌当接面側に配することが好ましい。つまり

、括れ部 7 のある第 2 突出部 2 は非肌当接面側となる。これにより、括れ部

7 による、シー ト1 0 の排泄物の捕集性や後述の液透過性、液拡散性、液戻

り防止性、吸収性能を発揮させることができる。

[0038] 不織布としては、ェアスル一不織布、スパンボン ド不織布、スパンレース

不織布、メル トプロ一ン不織布等のものを用いることができる。その素材と

しては、特に限定されず、例えば次の繊維などが挙げられる。ポリエチレン

( P E ) 繊維、ポリプロピレン （P P ) 繊維等のポリオレフィン繊維 ；ポリ

エチレンテレフタレ一 卜 （P E T ) 、ポリアミ ド等の熱可塑性樹脂を単独で

用いてなる繊維 ；芯鞘型、サイ ドバイサイ ド型等の構造の複合繊維、例えば

鞘成分がポリェチレン又は低融点ポリプロピレンである芯鞘構造の繊維が好

ましく挙げられ、該芯 鞘構造の繊維の代表例としては、 P E T (芯）, Ρ

Ε (鞘）、 Ρ Ρ (芯）/ Ρ Ε (鞘）、 Ρ Ρ (芯）/ 低融点 Ρ Ρ (鞘）等の芯

鞘構造の繊維。更に具体的には、上記構成繊維は、ポリエチレン繊維、ポリ

プロピレン繊維等のポリオレフィン系繊維、ポリエチレン複合繊維、ポリプ

ロピレン複合繊維を含むのが好ましい。ここで、該ポリエチレン複合繊維の

複合組成は、ポリエチレンテレフタレ一 卜/ ポ リエチレンであり、該ポリプ

ロピレン複合繊維の複合組成が、ポリエチレンテレフタレ一 卜/ 低融点ポリ

プロピレンであるのが好ましく、より具体的には、 P E T (芯）/ P E (鞘

) 、 P E T (芯） 低融点 P P (鞘）が挙げられる。また、これらの繊維は

、単独で用いて不織布を構成 してもよいが、 2 種以上を組み合わせて用いる

こともできる。

不織布からなるシ一 卜を吸収性物品の表面シ一 卜として用いる場合には、

親水性の不織布又は親水化処理された不織布が好ましい。またサイ ドシ一 卜

として用いる場合には、撥水性の不織布が好ましい。吸収体の非肌当接面側

にある裏面シ一 卜等のシ一 卜として用いる場合は、防漏性の観点から不織布

をフイルム （透湿性/ 非透湿性）と組み合わせることが好ましい。

[0039] フイルムとしては、例えば、ポリエチレンやポリプロピレン等の合成樹脂



を用いたものが挙 げ られる。 また前記不織布 と張 り合わせたシ一 卜と しても

よい。

フイルムか らなるシ一 卜を吸収性物品の裏面シ一 卜等 に用いる場合、防漏

性 と透湿性 との両立の観点か ら、例 えば疎水性の熱可塑性樹脂 と、炭酸 カル

シゥ厶等か らなる微小な無機 フイラ一又は相溶性のない有機高分子等 とを溶

融混練 してフィル厶を形成 し、該 フィル厶を一軸又は二軸延伸 して得 られる

多孔性 フイルムな どが好 ま しい。 また表面シ一 卜等 に用いる場合は、液透過

性の観点か ら親水性微細孔 フィル厶な どが好 ま しい。 またフィル厶を表面シ

— 卜やサイ ドシ一 卜な どに用いる場合、肌 に直接触れるため、肌 ざわ りの観

点か ら布様の感触 にあるようなエ ンボス加工が施 されていることが好 ま しい

シ一 卜1 0 を上記の形成素材 を用いて表面シ一 卜等の液透過性のシ一 卜と

し、該シ一 卜1 0 を吸収性物品に適用する場合、前述の形状 と相俟 って、 さ

らに以下のような作用を奏する。

(吸収性能 （液透過性、液拡散性、液戻 り防止性な ど））

シー ト1 0 は、第 2 面側 にも第 1 突出部 1 に対応 した内部空間 1 8 を有す

る。 シ一 卜1 0 を吸収性物品の表面シ一 卜等 と して第 1 面側 を肌 当接面 に配

すると、吸収体等の下層部材 との間に第 1 突出部 1 の内部空間 1 8 が配置 さ

れる。 この場合、排泄物 は、第 2 突出部 2 の内部空間 2 8 に一時貯蔵 される

ものもあれば、頂部 1 1 及び壁部 3 を介 して第 2 面側 に透過 され、第 1 突出

部 1 の内部空間 1 8 に捕集 されるものもある。つまり、 シ一 卜1 0 は、液 を

肌か ら遠 ざけつつ非肌面側へ と透過 させ、 その位置で多 くの液 を一時貯蔵で

きるので液透過性 に優れたもの となる。

さ らに第 2 突出部 2 が有する括れ部 7 は、前述の とお りそのばね性 によつ

て内部空間を保持するとともに内部空間 2 8 の中蓋のようになる。括れ部 7

の このような作用によって、第 1 面側への液戻 りが抑制 されるとともに、 内

部空間 2 8 内で下層への力が働 き液 を第 2 面側へ と押 出 し易 くする。 これに

よ り液 は、 シ一 卜1 0 の非肌 当接面側へ と透過 されやす く、吸収体等の下層



の部材 との間で拡散 されやす くなる。つまりシ一 卜1 0 は、液透過性、液拡

散性、液戻 り防止性 に優れたものとなる。

[0041 ] 以上のとお りシ一 卜1 0 は、上記のクッシ ョン性ゃ括れ部 7 のばね性等に

起因する内部空間の保持によって、内部空間か ら肌面側への液戻 りを抑制す

ることができる。 また括れ部 7 によつて液の吸収体側への押出 し作用が働 き

、表面シ一 卜か ら吸収体への吸収速度 を速 く維持できる。 またシ一 卜1 0 を

表面シー トとすると下層の吸収体にかかる圧力が適度 に分散 され形状復元力

が大 きいことか ら、吸収体か らの液戻 り量が低減 される。加えて過吸収状態

の場合などに吸収体か ら液が溢れてきた際には、 まだ吸収 に余裕のある他の

吸収部位 に、前記内部空間 1 8 により適切 に液が拡散する。 したがってシ一

卜1 0 は、吸収性能の安定性の高いものとなる。

[0042] 次 に、シ一 卜1 0 が不織布か らなる場合について以下に詳述する。不織布

は、液透過性等の吸収性能を高め、繰 り返 しの押圧にも耐えてクッシ ョン性

や変形性などを維持させる観点か ら好ま しい。特 に、詳細については後述す

るが、シ一 卜1 0 の壁部 3 においてはその壁の起立する方向に向け配向 した

不織布繊維の配向性 を有することが好ま しい。 このように配向 した繊維部分

に しつか りと したコシが生まれ、繊維が厚み方向に潰れて しまうことのない

適度のクッシ ョン性 を実現する。 さらに、上述 した壁部 3 の繊維配向性 によ

り、押圧力を受けて不織布が潰されても、その形状復元力が大 きく、梱包状

態や着用が継続 されても初期のクッシ ョン性 を喪失 しに くい。 また、壁部 3

の括れ部 7 においては、不織布の繊維の隙間があることによってより柔軟 に

動 きやす く応力緩和され、ばね性がより効果的に発揮 され易い。

[0043] 上記の繊維配向性 を含め不織布か らなるシ一 卜1 0 のより詳細な特徴 につ

いて、その形状 をモデル と して簡略化 して示 した図 1 2 ~ 1 4 に基づいて説

明する。以下、不織布か らなるものを不織布シ一 卜1 0 と して説明する。不

織布シー ト1 0 には第 1 突出部 1 (実施線で示 した） と第 2 突出部 2 (破線

で示 した） とがあ り、図 9 ではそれ らがそれぞれ単純な円と して示されてい

る。それ らの円の大 きさは、区別のため若干異なるものと してお り、図 1 等



に示 した形態とその寸法等において一致するものではない。不織布シー ト1

0 においては、第 1突出部 1 と第 2 突出部 2 とが格子状配列になって配置さ

れている。これを、別の言い方で示すと、所定方向に第 1列 k い 第 2 列 k 2

、第 3 列 k 3、としてみたとき、各列の第 1突出部 1 と第 2 突出部 2 とは交互

に配置されており、各列の突出部をシ一 卜面内で各列に斜交する方向 （y 方

向）に投影 したときに、隣接する列において第 1突出部と第 2 突出部とが重

なる関係となる。さらに言うと、第 n 列と第 n + 2 列において、第 1突出部

1 と第 2 突出部 2 とがそれぞれ重なる状態とされている。つまり、本実施形

態においては、列 k ，の第 1突出部及び第 2 突出部が y 方向に平行移動 したと

き、列 k 3の第 1突出部及び第 2 突出部と重なる関係とされている。ただ し、

本発明がこれに限定 して解釈されるものではなく、上記隣接する第 1突出部

と第 2 突出部とにずれがあつてもよい。

[0044] 第 1 突出部 1 と第 2 突出部 2 との間には、これらの共有部分として壁部 3

が形成されている。図 1 2 に示 した中央の第 1突出部 1 でみると、四方の第

2 突出部 2 から連続 してくる4 つの壁部部分 3 1、 3 2 、 3 3 、 3 4 が形成

されている。そして、その4 つの壁部部分 3 1 ~ 3 4 はシ一 卜面内方向で壁

部部分 3 Γ 、 3 2 ' 、 3 3 ' 、 3 4 ' で連繋されており、一連になり環状

の壁部 3 が構成されている。前記壁部部分 3 Γ 、 3 2 ' 、 3 3 ' 、 3 4 '

の第 1面側で隣接する第 1突出部との間には馬の背になった稜線部分が存在

し、その部分が尾根部 6 となり上記壁部部分 3 Γ 3 4 ' のそれぞれに対

応 して、尾根部 6 ~ 6 4 が形成されている。

[0045] 図 1 3 ( a ) は図 1 2 に示 した壁部 3 を展開 して長方形のモデルで示 した

ものであり、そこに図示された線 g ，は繊維の配向方向を示 している。壁部部

分の位置を表すために、さらに、上記環状の壁部を円柱として、その母船に

直交する面で切断 した横断面でみたときに9 0 ° ごとに異なる位置として 3

1 ~ 3 4 の符号を加入 して示 している。図 1 3 ( a ) に示 したように、本実

施形態の壁部 3 はいずれの箇所においても壁部の起立方向に配向 している。

そして、本実施形態においては、 0 ° 位置 （壁部部分 3 1 ) と 1 8 0 ° 位置



(壁部部分 3 3 ) は第 2 面側 （z 2 ) 側 に偏倚 した状態でその強い配向性 （線

9 l b ) を示す部分が位置 してお り、他方、 9 0 ° 位置 （壁部部分 3 2 ) と 2

7 0 ° 位置 （壁部部分 3 4 ) は第 1面側 （Z l ) 側 に偏倚 した状態でその強い

配向性 （線 g l a ) を示す部分が位置 している。同図では図が混み合 うため図

示 していないが、壁部部分 3 Γ 3 4 ' においても同様であ り、全面的に

同様の繊維配向性 を有 している。ただ し、強い配向性 を示す壁部部分は 3 1

、 3 2 、 3 3 、 3 4 と変化するその中間位置で全体 において漸次変化する環

状の壁部の配向性の構造 を構成 している。 これによ り本実施形態 において特

有のクッシ ョン性 を生 じることは前述の とお りであ り。

一方、例 えば、繊維 ウェブを賦形する前 に融着 し所定の配向性が与え られ

た従来の不織布 にエ ンボス加工等 によ りくぼみを与えた場合は、通常図 1 3

( b ) のように環状の壁部 を平面視 において 9 0 ° ごとに分割 してみると、

その分割位置 ごとに繊維配向性が変わることとなる。具体的には同図に示 し

た とお り壁部部分 3 1、 3 3 ではその起立方向 （線 g l c ) に繊維が配向する

が、壁部部分 3 2 、 3 4 ではそれ と直交する方向 （線 g 2 ) に繊維が配向する

[0046] 図 1 4 は図 1 2 に示 した第 2 突出部 2 を 1 つ取 り出 した状態で繊維の配向

方向 （線 g 3 ) をモデル的に示 している。 その位置 を特定するために壁部部分

の符号 をその対応する位置 に付 している。同図に示 した とお り、本実施形態

においては、第 2 突出部 2 の頂部 2 に向か って収束する放射状の繊維配向

性 を有 している。 この ことはつまり、上記壁部 との関係 を併せていうと、壁

部 3 か ら第 2 突出部 2 にわた つてそのシ一 卜面の面方向に沿 って第 2 突出部

の頂部 2 に向か って収束するように繊維が配向 していることを示 している

。 このように、第 2 突出部頂部 2 1 に放射上の繊維配向性があることで、外

観の均一性、形状保持性 および高吸収性能な どという作用を奏する。

[0047] 上記の不織布シー 卜1 0 の製造方法はこの種の製品に一般的な方法 を適宜

採用すればよい。一例 を挙 げると、下記のような態様が挙 げ られる。融着す

る前の繊維 ゥヱプを、所定の厚み となるよう力一 ド機 か らゥヱプ賦形装置 に



供給する。ウェブ賦形装置では、まず常温 （約 2 3 °C ) の空気を供給 して、

多数の突起 9 (図 2 参照）を有 し通気性を有する台座 （図示せず）の上に上

記繊維ウェブを定着させる。次いで、その台座上の繊維ウェブに熱風 h (図

2 参照）を各繊維が適度に融着可能な温度で吹きつけて、前記台座上の突起

9 にそって繊維ウェブを賦形するとともに、各繊維を融着させる。このとき

の熱風の温度は、この種の製品に用いられる一般的な繊維材料を考慮すると

、 3 0 6 0 °C にすることが好ましく、風速は 2 0 ~ 8 0 m/ s にする

ことが好ましい。

[0048] さらに上記の不織布シ一 卜1 0 に括れ部 7 を形成する方法の一例として、

ニップロ一ルによる押圧加工が挙げられる。上記型賦形加ェされた不織布の

状態に応 じ、線圧 2 0 ~ 5 0 k g / c mで押圧することが好ましい。

[0049] 連続生産を考慮すると、上記台座を搬送可能なコンベア式のものとし、搬

送されてくる型付けされた不織布を、ロールで巻き取っていく態様が挙げら

れる。なお上記括れの形成は、上記賦形加工の直後に行ってもよく、または

上記賦形加ェされた不織布をいつたんロールに巻き取り、おむつや生理用品

等の物品に加工する際に、括れ加工を行ってもよい。

[0050] 本実施形態のシ一 卜1 0 における寸法諸元について以下に説明する。

シ一 卜の厚さについては、シ一 卜1 0 の全体としてみたときの厚さをシ一

卜厚み （T ) といい、その凹凸に湾曲 したシー トの局部的な厚さを層厚み （

S ) として区別する （図 2 参照）。シ一 卜厚み （T ) は用途によって適宜調

節すればよいが、おむつや生理用品等の表面シ一 卜として用いることを考慮

すると、 1 . 0 m m~ 4 . 5 m mが好ましく、 1 . 5 m m~ 4 . 2 m mがよ

り好ましい。その範囲とすることにより、適度な立体感のある良好な外観と

、優れた吸収性能を両立することができる。層厚みは、シ一 卜内の各部位に

おいて異なっていてよく、用途によって適宜調節すればよい。おむつや生理

用品等の表面シ一 卜として用いることを考慮すると、第 1突出部頂部の層厚

み は0 . 1 m m~ 1 m mであることが好ましく、 0 . 2 m m~ 0 . 8

m mがより好ましい。好ましい層厚みの範囲としては第 2 突出部頂部の層厚



み （s 2) 及び壁部の層厚み （s 3) も同様である。

本実施形態の不織布 1 0 においては、第 1 突出部 1 の層厚み S ，、第 2 突出

部の層厚み S 2、及び壁部の層厚み S 3は、実質的に同 じである。 ここで実質

的に同 じとは、それぞれの断面を観察 したときに、ほぼ同 じ厚みであること

を意味する。 このような形態の不織布 とすることにより、外観の均一性、お

よび安定 した吸収性能およびクッシ ョン性 を得 ることができ好ま しい。

[0051 ] シー ト1 0 は乾燥時 と湿潤時で厚みがほぼ変化 しないことが好ま しい。す

なわち、下記厚み変化率 において 8 5 ~ 1 5 % であることが好ま しく、更

には 9 0 ~ 1 0 % であることがより好ま しい。

厚み変化率 （％)

= 湿潤時厚み （m m ) / 乾燥時厚み （m m ) X 1 0 0 (数式 1 )

• 乾燥時厚み

常温 （2 3 °C、 5 0 % R H ) 環境下に 2 4 時間静置 した後の、シ一 卜の厚

み。

• 湿潤時厚み

シ一 卜を、常温 （2 3 °C、 5 0 % R H ) 環境下に 2 4 時間静置する。シ一

卜より大 きい平面状の容器に、イオ ン交換水を 1 O m mの高さになるまで入

れる。 この容器にシ一 卜を入れ、 1 時間後 に取 り出す。 このシ一 卜の厚み。

[0052] 第 1 突出部 1 及び第 2 突出部 2 がなす列の間隔は、用途によって適宜調節

すればよいが、おむつや生理用品等の表面シ一 卜と して用いることを考慮す

ると、 1 m m ~ 1 2 m mが好ま しく、 2 . 5 m m ~ 6 m mがより好ま しい。

[0053] 次 にシ一 卜1 0 の吸収性物品への適用例 につき、図 1 5 を参照 して説明す

る。

図 1 5 は、シ一 卜1 0 を適用 した使い捨ておむつ 1 0 0 を一部切欠 して模

式的に示す斜視図である。同図に示 したおむつはテープ型の乳幼児用使い捨

ておむつであ り、平面に展開 した状態のおむつを多少曲げて内側 （肌当接面

側）か らみた状態で示 している。

[0054] 本実施形態の使い捨ておむつ 1 0 0 は、肌当接面側 に配置される液透過性



の表面シ一 卜1 0 と、非肌 当接面側 に配置 される液不透過性のバ ックシ一 卜

8 と、 これ らの間に介在する吸収体 8 3 とを有する （図 1 5 参照）。表面

シ一 卜と しては上記実施形態のシ一 卜1 0 が適用され、 その第 1 突出面側が

肌 当接面 とされている。本実施形態 においては、バ ックシ一 卜8 と表面シ

— 卜1 0 との間に吸収体 8 3 が介在配置 されている。 ノくッ クシ一 卜8 は展

開状態で、 その両側縁が長手方向中央部 c において内側 に括れた略砂時計形

の形状 を有 してお り、 1 枚 のシ一 卜か らなるものであ っても、複数のシ一 卜

か らなるものであ ってもよい。本実施形態 においては、サイ ドシ一 卜8 5 が

なす横漏れ防止ギャザー 8 が設 け られてお り、 これによ り乳幼児の運動等

による股関節部分 における液体等の横漏れを効果的に防止 しうる。本実施形

態のおむつにおいては、 さ らに機能的な構造部ゃシ一 卜材等 を設 けてもよい

。なお、図 1 5 においては各部材の配置関係や境界 を厳密 には図示 してお ら

ず、 この種のおむつの一般的な形態 とされていれば特 にその構造は限定され

ない。

本実施形態のおむつ 1 0 0 はテープ型のもの と して示 してお り、背側 r の

フラップ部 にはファスニ ングテープ 8 6 が設 け られている。 このテープ 8 6

を腹側 f の フラップ部 に設 けたテープ貼付部 （図示せず）に貼付 して、 おむ

つを装着固定することがで きる。 この とき、 おむつ中央 c を緩やかに内側 に

折 り曲げて、吸収体 8 3 が乳幼児の臀部か ら下腹部 にわた って沿わされるよ

うに着用する。 これによ り排泄物が的確 に吸収体 8 3 に吸収保持 される。 こ

のような形態で用いることによ り、特 にシ一 卜1 0 を表面シ一 卜と して適用

した ことによる良好な肌触 り、 クッシ ョン性、排泄物の捕集性 を示す。特 に

おむつ 1 0 0 において、排泄物の捕集性 については、従来の線状の突出物の

表面シ一 卜や小孔の開いたものでは達成で きない極めて高い性能 を実現する

ことがで き、例 えば、乳幼児の肌 を下痢便や軟便等 による肌荒れか ら好適 に

保護することで きる。

さ らにおむつ 1 0 0 は、 シ一 卜1 0 の クッシ ョン性ゃ括れ部 7 のばね性等

に起因する内部空間の保持 によって、 内部空間か ら肌面側への液戻 りを抑制



することができる。また括れ部 7 によつて液の吸収体側への押出し作用が働

き、表面シ一卜から吸収体への吸収速度を速く維持できる。またシ一卜1 0

は下層の吸収体にかかる圧力を適度に分散し形状復元力が大きいことから、

吸収体から表面シー卜への液戻り量が低減される。加えて吸収体の排泄対応

領域が過吸収状態であっても、まだ吸収に余裕のある他の吸収部位に、前記

内部空間 1 8 により適切に液が拡散する。したがっておむつ 1 0 0 は、表面

シー卜の肌当接面側に液残りや液戻りを抑制し液透過性に優れ、吸収性能の

安定性の高いものとなる。

[0056] 本発明のシ一卜は、クッション性及び変形性に優れ、通気性が良好なもの

となる。また本発明の吸収性物品は、前記シ一卜を用いて排泄物の捕集性に

優れたものとなる。

[0057] 本発明のシ一卜は、その他、各種用途に用いることができる。例えば、上

述した使い捨ておむつや、生理用ナプキン、パンティ一ライナ一、尿取りパ

ッド等の吸収性物品の表面シ一卜として好適に使用することができる。なか

でも、シ一卜の両面が網状構造であることに起因する通気性や液拡散性、押

圧力時の変形特性、などに優れていることから、おむつや生理用品等の表面

シ一卜と吸収体との間に介在させるサプレイヤ一として用いることもできる

。その他、表面シ一卜、ギヤザ一、外装シ一卜、ウィングとして利用する形

態も挙げられる。その他、おしり拭きシ一卜、清掃シ一卜、フィルタ一とし

て利用する形態も挙げられる。

[0058] 上述した実施形態に関し、本発明はさらに以下のシ一卜及び吸収性物品を

開示する。

< > シ一卜を平面視した側の第 1面側に突出し、かつ、内部空間を有する

第 1突出部と、前記第 1面側とは反対側の第 2 面側に突出し、かつ、内部空

間を有する第 2 突出部とを有し、前記第 1突出部及び第 2 突出部は、該シー

卜の平面視交差する異なる方向のそれぞれに交互に壁部を介し連続してシ一

卜平面方向に広がって配され、前記第 1突出部の内部空間は第 2 面側に開放

され、前記第 2 突出部の内部空間は第 1面側に開放されており、前記第 1突



出部の頂部か ら第 2 突出部の頂部へ と繋がる前記壁部 には、前記第 2 突出部

の内部空間へ向けて括れた部分 を有するシ一 卜。

< 2 > 前記第 1 突出部及び第 2 突出部が保持する前記内部空間は、該第 1 突

出部及び第 2 突出部 それぞれの外径 と相似する頂部 に丸みのある円錐台形状

も しくは半球状である前記< 1 > に記載のシ一 卜。

< 3 > 前記括れ部 は、少な くとも 2 箇所 に対 をな して形成 されている前記<

1 > 又 は< 2 > に記載のシ一 卜。

< 4 > 前記第 2 突出部の厚み方向断面 において、前記第 2 突出部の幅 に対 し

て、前記括れ部が幅狭 とされている前記< 1 >~< 3 > のいずれか 1 に記載

のシー 卜。

< 5 > 前記第 2 突出部の厚み方向断面 において、幅 B を一対の前記括れ部が

最 も接近 した位置でのその内壁の距離 と し、幅 A を該括れ付近及びその下方

で壁部同士の幅が最 も広い部分の内壁間の距離 と した ときに、幅 B の幅 A に

対する比率 B / A は、 0 . 2 ~ 0 . 9 である前記< 1 >~< 4 > のいずれか

に記載のシ一 卜。

< 6 > 前記括れ部 は、前記第 2 突出部の頂部の曲率が変化する、領域 p ' 2 と

領域 p ' 3 との境界 に配 される前記< 1 >~< 5 > のいずれか 1 に記載のシ一

< 7 > 前記シー 卜の厚み Τ に対する、前記括れ部の前記第 2 突出部の頂部か

らの高さ Τ 7 の比率 Τ 7 / Τ が、 0 . 1 ~ 0 . 9 である前記< 1 >~< 6 > の

いずれか 1 に記載のシ一 卜。

< 8 > 前記括れ部 は、少な くとも 2 箇所 に対 をな して形成 され、所定の幅 に

筋状 に形成 されている前記< 1 >~< 7 > のいずれか 1 に記載のシ一 卜。

< 9 > 前記括れ部が配 される高さ位置の前記第 2 突出部の外周の半円周長 さ

をC と し、前記括れ部の括れ筋の周長 さを D と した とき、 これ らの比率 D /

C が、 0 . 2 ~ 0 . 9 である前記< 1 >~< 8 > のいずれか 1 に記載のシ一

< 0 > 前記括れ部が前記第 2 突出部の全周 に存在する前記< 1 >~< 9 >



のいずれか 1 に記載のシ一 卜。

< > 前記括れ部 は、角の少ない丸みのある形状である前記< 1 >~< 1

0 > のいずれか 1 に記載のシ一 卜。

< 2 > シ一 卜厚み方向への加圧 によって、前記括れ部分のシ一 卜材が折 り

重な って積層厚み部 となる前記< 1 >~< 1 1 > のいずれか 1 に記載のシ一

< 1 3 > 前記シー トの圧縮硬 さ L C が、 0 . 0 1 ~ 0 . 3 5 である前記< 1

>~< 2 > のいずれか 1 に記載のシ一 卜。

< 4 > 非変形性の押圧面 によ り 5 0 g f / c m 2 の圧力で前記シー トを面方

向に押圧 した ときに、該押圧面及び前記シー 卜の接触面積 S 5 0 と前記押圧面

の単位総面積 S a との比率 S 5 0 / S a が 0 . 3 ~ 0 . 9 である前記< 1 > ~

< 3 > のいずれか 1 に記載のシ一 卜。

< 5 > 0 . 5 g f / c m 2 の圧力で前記シ一 卜の厚み方向に面状 に加圧 した

ときのシ一 卜厚み T 0 . 5 と、 5 0 g f / c m 2の圧力で前記シ一 卜の厚み方向

に面状 に加圧 した ときのシ一 卜厚み T 5 0 との比 T 0 . 5 / T 5 0 が 2 . 5 0

. 0 である前記< 1 >~< 1 4 > のいずれか 1 に記載のシ一 卜。

< 6 > 前記括れ部 は、前記第 2 突出部の壁部 において応力が集中 し易いと

ころに形成 されている前記< 1 >~< 1 5 > のいずれか 1 に記載のシ一 卜。

< 1 7 > 前記括れ部分が、製造時における機械方向 と直交する方向に存在す

る前記< 1 >~< 1 6 > のいずれか 1 に記載のシ一 卜。

< 8 > 前記第 2 突出部の内部空間はその平面視 において長軸及び短軸 を有

する環形状であ り、前記短軸方向に前記括れ部分が配 されている前記< 1 >

〜く 7 > のいずれか 1 に記載のシ一 卜。

< 9 > 前記シー トが不織布か らなる前記< 1 >~< 1 8 > のいずれか 1 に

記載のシ一 卜。

< 2 0 > 前記壁部 は、前記シ一 卜の平面方向のいずれの箇所 においても、前

記第 1 突出部 と第 2 突出部 とを結ぶ方向に沿 った繊維配向性 を有する前記<

9 > に記載のシ一 卜。



< > 前記< 1 >~< 2 0 > のいずれか 1 に記載のシー トを、前記第 2 面

側 を非肌 当接面側 に向けて、表面材 と して適用 した吸収性物品。

< 2 2 > 前記< 1 >~< 2 0 > のいずれか 1 に記載のシー トを、前記第 2 面

側 を非肌 当接面側 に向けて、表面材 と して適用 した使 い捨ておむつ。

< 2 3 > 多数の突起 を有 し通気性 を有する台座上 に熱可塑性繊維 を含有する

繊維 ウェブを搬送 し、該繊維 ウェブの上か ら前記台座へ向か って熱風 を吹 き

付 けてウェブに凹凸形状 を賦形する不織布の製造方法であ って、

前記熱風 を吹 き付 けて、前記台座上の突起 に沿 つて前記繊維 ウェブを賦形

する工程 と、

次いで前記熱風温度 よ りも高温 に切 り替えて各繊維 を融着 させる工程 とを

備 え、

さ らに、ニ ップロール による押圧加工 を施す工程 を有する不織布の製造方法

< 2 4 > 前記ニ ップロ一ル を線圧 2 0 ~ 5 0 k g / c m の条件で押圧する前

記< 2 3 > 記載の不織布の製造方法。

実施例

[0060] 以下、実施例 に基づ き本発明を更に詳細 に説明するが、本発明はこれ らの

実施例 によ り限定 して解釈 されるものではない。

[0061 ] (実施例 1 )

芯がポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜で鞘がポ リエチ レンか らなる 2 . 2 d t

e x X 5 m m の芯鞘型複合繊維 を坪量 3 0 g / m 2 となるよう力一 ド機 か ら

ウェブ賦形装置 に供給 した。 ゥヱプ賦形装置では、常温の空気を供給 して、

多数の突起 を有 し通気性 を有する台座の上 に上記繊維 ゥェプを定着 させた。

この台座の突起の ピッチ （突起の平面視 における中心間の距離）を、 M D 方

向 8 m m、 〇 方向 5 、突出高さを 3 m m と した。次いで、 その台座上

の繊維 ウェブに熱風 （温度 1 3 0 °C、風速 5 0 m / s ) を吹 きつけて賦形 し

、前記台座上の突起 にそって繊維 ウェブを賦形するとともに、熱風 を温度 1

6 0 °C、風速 5 m s の条件 に切 り替えて各芯鞘構造の繊維 を融着 させた。



このときのライン速度は 1 0 0 m/ m i n とした。次に、線圧 3 5 k g / c

mに調整 したニップロ一ル間を通 した。このようにして、熱融着 して賦形 し

、プレスした不織布を取り出し、括れ部を有するシ一 卜試験体 1 とした。

[0062] (実施例 2 )

上記実施例 1 における台座の突起の突出高さを 5 m mとした以外同様にし

てシ一 卜試験体 2 を得た。

[0063] (比較例 1 )

特開 2 0 0 8 _ 2 5 0 8 1 号公報の実施例 1 と同様にして、蛇腹状の形態

を有する不織布を作製 した。具体的には以下のとおりである。

第 1繊維層として、低密度ポリエチレン （融点 1 1 0 °C ) とポリエチレン

テレフタレ一 卜の芯鞘構造で、平均繊度 3 . 3 d t e x 、平均繊維長 5 1 m

m、親水油剤がコーティングされた繊維 A 、および高密度ポリエチレン （融

点 1 3 5 °C ) とポリエチレンテレフタレ一 卜の芯鞘構造で、平均繊度 3 . 3

d t e x 、平均繊維長 5 m m、撥水油剤がコ一ティングされた繊維 B とが

混合された繊維層を使用 した。繊維 A と繊維 B は 7 0 ：3 0 の混合比で含有

され、坪量は 1 5 g / m 2に調整 した。

第 2 繊維層として、高密度ポリエチレンとポリエチレンテレフタレ一 卜の

芯鞘構造で、平均繊度 4 . 4 d t e x 、平均繊維長 3 8 m m、親水油剤がコ

—ティングされた繊維 1 0 0 %の繊維層を使用 した。この繊維層における坪

量は 2 5 g m 2 であった。

特開 2 0 0 8 —2 5 0 8 1 号公報の図 8 、図 9 に示されたものと同様の装

置を用い、前記のようにして積層 した繊維を搬送 しながら、これに前記装置

の吹き出し部から温度 1 0 5 °C、風量 1 2 0 0 I / m ί η の条件で熱風を吹

き当てのようにして、蛇腹状上の形態を有するシ一 卜試験体 c を得た。

[0064] (比較例 2 )

特開 2 0 0 1 _ 2 0 1 6 8 号公報の実施例 1 と同様にして、エンボスによ

り凹凸を有する不織布を作製 した。具体的には以下のとおりである。

ポリプロピレン樹脂からなる、坪量 4 0 g / m 2のスパ ンボン ド不織布を、



両面から2 つの凸ロールを用いて 1 3 0 °Cでスチールマッチエンボス加工す

ることにより、規則的に配列された多数の凸部 〔凸部の数 ；5 個/ c m 2 (圧

縮回復性シ一 卜の面積基準）、各凸部間の距離 ；4 . 5 m m 凸部における

表面と裏面との間の厚み ；0 . 5 m m〕が形成されている繊維集合体からな

る圧縮回復性シ一 卜 （シ一 卜試験体 c 2 ) を得た。

[0065] (比較例 3 )

特開 2 0 0 4 — 1 7 4 2 3 4 号公報の実施例 1 と同様にして、凹凸を有す

る2 層構造の不織布を作製 した。具体的には以下のとおりである。

第 1 および第 2 のシ一 卜を構成する不織布として、芯がポリエチレンテレ

フタレ一 卜で鞘がポリエチレンからなる2 . 2 d t e X の芯鞘型複合繊維を

構成繊維とする坪量 1 8 g / m 2のエア一スル一不織布をそれぞれ準備 した。

これらのシ一 卜を用い、特開 2 0 0 4 — 1 7 4 2 3 4 に示す装置を用いて使

い捨ておむつの吸収性物品用シ一 卜 （シ一 卜試験体 c 3 ) を作製 した。得 ら

れたシ一 卜における凸部の高さ h は 1 . 4 m m、 X 方向に沿う凸部の幅w は

4 . O m m、接合部 （凹部）の幅 k は 1 . O m mであった。

[0066] 上記の不織布試験体を用い下記の測定試験を行った。その結果を下記の表

に示す。

[0067] < 5 0 g f / c m 2加圧時空間>

1 0 c m角のァクリル板を準備 した。このとき、荷重が 5 0 g f / c m 2 と

なるよう、アクリル板上に載せる錘を調整 した。平 らな机上にシ一 卜を置き

、その上にアクリル板と錘を載せ、机上およびアクリル板とシ一 卜との間に

空間が存在するか しないかを観察 した。

[0068] < 厚み>

不織布の厚みは、風合い計測システム K E S —F B 3 —A U T O —A を使

用 して測定 した。測定時の設定は、感度 2 ，圧縮速さ 5 0 秒/ m m、データ

取込感覚 0 . 1秒、加圧面積 2 c m 2 (付属治具）とし、また測定するシ一 卜

の大きさは 1 5 c m X l 5 c m とし、測定台の中央に配置 した。測定器の基

準設定に従い3 力所の測定を行った。荷重 0 . 5 g / c m 2時の厚みをT 0 .



5 、荷重 5 0 g / c m 2時の厚みを T 5 0 と し、それぞれ 3 力所の平均値 を測

定値 と した。

[0069] < 圧縮硬 さ （L C ) >

不織布の圧縮硬 さ （L C ) は、風合い計測シ ステ ム K E S — F B 3 —A U

Τ 0 _ Α を使用 して測定 した。測定時の設定は、感度 2 ，圧縮速さ 5 0 秒 /

m m、データ取込感覚 0 . 1 秒、加圧面積 2 c m 2 (付属治具） と し、 また測

定するシー トの大 きさは 1 5 c m X l 5 c m と し、測定台の中央に配置 した

。測定器の基準設定に従い 3 力所の測定を行い、その平均値 を測定値 と した

[0070] < クッシ ョン性>

シー トを上か ら評価者の手で押 した り戻 した りした時の感触 を評価 した。

評価者は 3 人 と し、その平均点 （小数点第一位 を四捨五入）をそのシー トの

評価結果 と した。

測定結果の評価 を実用上の要求を考慮 し以下のように区別 した。

3 ： 押 した時および戻 した時に、パネのような反発感を感 じる。

2 ： 押 した時および戻 した時に、パネのような反発感はあるが、弱い。

も しくは、押 した時または戻 した時のどち らかのみ、パネのような反発感を

感 じる。

： 押 した時および戻 した時に、パネのような反発感を感 じない。

[0071 ] < 易変形性 >

シ一 卜を折 り曲げた時の感触 を評価 した。評価者は 3 人 と し、その平均点

(小数点第一位 を四捨五入）をそのシ一 卜の評価結果 と した。

測定結果の評価 を実用上の要求を考慮 し以下のように区別 した。

3 ： 折 り曲げた時に柔 らか く感 じる。 また自然に折れ曲がる。

2 ： 折 り曲げた時に多少硬 く感 じる。 も しくは、折 り曲げた時に折れ曲

が り線が発生する。

： 折 り曲げた時に硬 く感 じる。 も しくは、折 り曲げた時に折れ曲が り

線が発生する。



[0072] < 吸収速度>

2 8 0 X 6 0 m mに切 り出した不織布試験体を、サプレイヤ一 （芯がポ

リエチレンテレフタレ一 卜で鞘がポリエチレンからなる4 . 4 3 . 3 d t e

x の芯鞘型複合繊維を構成繊維とする坪量 1 2 2 0 g / m 2のウェブ、および

芯がポリプロピレンで鞘がポリエチレンからなる 7 . 8 d t e X の芯鞘型複

合繊維を構成繊維とする坪量 2 0 g / m 2のゥヱプを重ね合わせて作製 したェ

ァ一スル一不織布）を介 して、パルプ吸収体の上に設置 した。上記不織布上

に2 0 g / c m 2の荷重を均等にかけ、試験体のほぼ中央に設置 した内直径 3

6 m mの筒を当て、そこから生理食塩水を注入 した。その後、 1 0 分ごとに

4 0 g ずつ 3 回にわたり生理食塩水を注入 し、 3 回目を注入 した際の吸収 し

きる時間 （秒）を測定 した。各試料の測定結果を下表 1 に示 した。

測定結果の評価を実用上の要求を考慮 し以下のように区別 した。

A ： 吸収 しきる時間が 1 8 0 秒以内。

B ： 吸収 しきる時間が 1 8 0 秒〜 3 0 0 秒。

C ： 吸収 しきる時間が 3 0 0 秒以上。

[0073] < 液戻り性>

前記吸収速度評価において、 3 回目を注入 した 1 0 分後に、注入部を中心

として、その上にろ紙 （六 ソ六〜丁巳〇東洋製 4 六、大きさ 1 O O m m X

1 0 0 m m) 2 0 枚を乗せ、更にその上に3 . 5 k P a ( 3 . 5 k g 、大き

さ 1 O O m m X l 0 0 m m) の重りを乗せる。重りを乗せてから2 分後にろ

紙を外す。ろ紙の初期重量と加圧後重量の差分を液戻り量として測定する。

測定結果の評価を実用上の要求を考慮 し以下のように区別 した。

A ： 液戻り量が 0 . 5 g 以下。

B ： 液戻り量が 0 . 5 ~ 1 g 。

C ： 液戻り量が 1 g 以上。

[0074]



[表1]

表 1

[0075] 上記の結果より、本発明の好ましい実施形態に係る不織布 （実施例）は、

比較例のものに比して、通気性が良好であり、クッション性及び変形性がと

もに高く、吸収速度が速くベた付かない肌に優しい特性において優れること

が分かる。

[0076] 本発明をその実施態様とともに説明したが、我々は特に指定しない限り我

々 の 発明を説明のどの細部においても限定しょうとするものではなく、添付

の請求の範囲に示した発明の精神と範囲に反することなく幅広く解釈される

べきであると考える。

[0077] 本願は、201 1年12月8日に日本国で特許出願された特願201 1-269380 に基づ

く優先権を主張するものであり、これらはここに参照してその内容を本明細

書の記載の一部として取り込む。

符号の説明
[0078] 第 1突出部



第 1 突出部頂部

第 1 突出部 内部空間

第 2 突出部

第 2 突出部頂部

第 2 突出部 内部空間

壁部

括れ部

シ一 卜



請求の範囲

シ一 卜を平面視 した側の第 1 面側 に突出 し、かつ、 内部空間を有す

る第 1 突出部 と、前記第 1 面側 とは反対側の第 2 面側 に突出 し、かつ

、 内部空間を有する第 2 突出部 とを有 し、前記第 1 突出部及び第 2 突

出部 は、該シ一 卜の平面視交差する異なる方向のそれぞれに交互 に壁

部 を介 し連続 してシ一 卜平面方向に広が って配 され、

前記第 1 突出部の内部空間は第 2 面側 に開放 され、前記第 2 突出部

の内部空間は第 1 面側 に開放 されてお り、

前記第 1 突出部の頂部か ら第 2 突出部の頂部へ と繋がる前記壁部 に

は、前記第 2 突出部の内部空間へ向けて括れた部分 を有するシー 卜。

前記第 1 突出部及び第 2 突出部が保持する前記内部空間は、該第 1

突出部及び第 2 突出部 それぞれの外径 と相似する頂部 に丸みのある円

錐台形状 も しくは半球状である請求項 1 記載のシー 卜。

前記括れ部 は、少な くとも 2 箇所 に対 をな して形成 されている請求

項 1 又 は 2 記載のシ一 卜。

前記第 2 突出部の厚み方向断面 において、前記第 2 突出部の幅 に対

して、前記括れ部が幅狭 とされている請求項 1 ~ 3 のいずれか 1 項 に

記載のシ一 卜。

前記第 2 突出部の厚み方向断面 において、幅 B を一対の前記括れ部

が最 も接近 した位置でのその内壁の距離 と し、幅 A を該括れ付近及び

その下方で壁部同士の幅が最 も広い部分の内壁間の距離 と した ときに

、幅 B の幅 A に対する比率 B / A は、 0 . 2 ~ 0 . 9 である請求項 1

~ 4 のいずれか 1 項 に記載のシ一 卜。

前記括れ部 は、前記第 2 突出部の頂部の曲率が変化する、領域 p '

2 と領域 P ' 3 との境界 に配 される請求項 1 ~ 5 のいずれか 1 項 に記

載のシ一 卜。

前記シー 卜の厚み T に対する、前記括れ部の前記第 2 突出部の頂部

か らの高さ T 7 の比率 T 7 / T が、 0 . 1 ~ 0 . 9 である請求項 1 ~



6 のいずれか 1 項 に記載のシ一 卜。

[ 請求項8] 前記括れ部 は、少な くとも 2 箇所 に対 をな して形成 され、所定の幅

に筋状 に形成 されている請求項 1 ~ 7 のいずれか 1 項 に記載のシ一 卜

[ 請求項 9] 前記括れ部が配 される高さ位置の前記第 2 突出部の外周の半円周長

さをC と し、前記括れ部の括れ筋の周長 さを D と した とき、 これ らの

比率 D / C が、 0 . 2 ~ 0 . 9 である請求項 1 ~ 8 のいずれか 1 項 に

記載のシ一 卜。

[ 請求項 10] 前記括れ部が前記第 2 突出部の全周 に存在する請求項 1 ~ 9 のいず

れか 1 項 に記載のシ一 卜。

[ 請求項 11] 前記括れ部 は、角の少ない丸みのある形状である請求項 1 ~ 1 0 の

いずれか 1 項 に記載のシ一 卜。

[ 請求項 12] シー ト厚み方向への加圧 によって、前記括れ部分のシー ト材が折 り

重な って積層厚み部 となる請求項 1 ~ 1 1 のいずれか 1 項 に記載のシ

- 卜。

[ 請求項 13] 前記 シ一 卜の圧縮硬 さ L C が、 0 . 0 1 ~ 0 . 3 5 である請求項 1

〜 のいずれか 1 項 に記載のシ一 卜。

[ 請求項 14] 非変形性の押圧面 によ り 5 0 g f / c m 2 の圧力で前記シー トを面

方向に押圧 した ときに、該押圧面及び前記シ一 卜の接触面積 S 5 0 と

前記押圧面の単位総面積 S a との比率 S 5 。/ S a が 0 . 3 ~ 0 . 9

である請求項 1 ~ 1 3 のいずれか 1 項 に記載のシ一 卜。

[ 請求項 15] 0 . 5 g f / c m 2 の圧力で前記シ一 卜の厚み方向に面状 に加圧 し

た ときのシ一 卜厚み T 0 . 5 と、 5 0 g f / c m 2 の圧力で前記シ一 卜

の厚み方向に面状 に加圧 した ときのシ一 卜厚み T 5 0 との比 T 0 . / T

5 0 が 2 . 5 0 . 0 である請求項 1 ~ 1 4 のいずれか 1 項 に記載

のシー 卜。

[ 請求項 16] 前記括れ部 は、前記第 2 突出部の壁部 において応力が集中 し易いと

ころに形成 されている請求項 1 ~ 1 5 のいずれか 1 項 に記載のシ一 卜



[ 請求項 17 ] 前記括れ部分が、製造時における機械方向 と直交する方向に存在す

る請求項 1 ~ 1 6 のいずれか 1 項 に記載のシ一 卜。

[ 請求項 18 ] 前記第 2 突出部の内部空間はその平面視 において長軸及び短軸 を有

する環形状であ り、前記短軸方向に前記括れ部分が配 されている請求

項 1 ~ 1 7 のいずれか 1 項 に記載のシ一 卜。

[ 請求項 19 ] 前記シ一 卜が不織布か らなる請求項 1 〜 1 8 のいずれか 1 項 に記載

のシー 卜。

[ 請求項 20] 前記壁部 は、前記シー トの平面方向のいずれの箇所 においても、前

記第 1 突出部 と第 2 突出部 とを結ぶ方向に沿 った繊維配向性 を有する

請求項 1 9 記載のシ一 卜。

[ 請求項 2 1 ] 請求項 1 ~ 2 0 のいずれか 1 項 に記載のシー トを、前記第 2 面側 を

非肌 当接面側 に向けて、表面材 と して適用 した吸収性物品。

[ 請求項 22] 請求項 1 〜 2 0 のいずれか 1 項 に記載のシ一 卜を、前記第 2 面側 を

非肌 当接面側 に向けて、表面材 と して適用 した使 い捨ておむつ。

[ 請求項 23] 多数の突起 を有 し通気性 を有する台座上 に熱可塑性繊維 を含有する

繊維 ウェブを搬送 し、該繊維 ウェブの上か ら前記台座へ向か って熱風

を吹 き付 けてウェブに凹凸形状 を賦形する不織布の製造方法であ って

前記熱風 を吹 き付 けて、前記台座上の突起 に沿 つて前記繊維 ゥェプ

を賦形する工程 と、

次いで前記熱風温度 よ りも高温 に切 り替えて各繊維 を融着 させるェ

程 とを備 え、

さ らに、ニ ップロ一ル による押圧加工 を施す工程 を有する不織布の

製造方法。

[ 請求項 24] 前記ニ ップロ一ル を線圧 2 0 ~ 5 0 k g / c m の条件で押圧する請

求項 2 3 記載の不織布の製造方法。
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国 際調 査 で使 用 した電子デ -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調 査 に使 用 した用語 )
6333
年年年年

C . 関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カテ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が関連す る ときは、 そ の 関連す る箇所 の表示 請 求項 の 番 号

X US 5242632 A (Mitsui Petrochemical Industries, Ltd. ) 1993. 09. 0 7， 3-12 ，
5 ffi 59 -ll ffi 20 , FIGS. 1-10 & J P 3-82860 A & J P 3-51355 A 22
6 JP 3-97458 A & US 5180620 A & EP 0409535 A l & DE 69007566 T2 13-15

& ES 2054255 T3 & AT 103349 T & CA 2021368 A l & CN 1049388 A

J P 2009-155741 A (花 王株 式 会社 ) 2009. 07. 16，段 落 【0010】- 【0049 】， 2， 13-15

【0060 】 - 【0065 】， 図 1-7 ( フ ァ ミ リー な し) 23-24

c 欄 の続 きに も文献 が列 挙 され てい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水 準 を示す Γτ 」国際 出願 日又 は優先 日後 に公 表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾 す るもので はな く、発 明の原理 又 は理論
ΓΕ 」国際 出願 日前 の 出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公 表 され た も の x 特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由 を確 立す るた め に 引用 す 「Y 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用 、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際 出願 日前 で、かつ優先権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一 パ テ ン トフ ア ミ リー文献

国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
0 8 . 0 2 . 2 0 1 3 9 . 0 2 . 2 0 1 3

国 際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 3 B 9 7 2 2

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 一 ノ瀬 薫
郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 2 0
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C (続 き） . 関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が 関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項 の番 号

Y JP 2010-24573 A (花 王株 式 会社 ）2010. 02. 0 4，段 落 【0040】- 【0064 】 23-24

図 2 ( フ ァ ミ リ ー な し）

日本 国実用 新 案 登録 出願 3-59915 号 （日本 国実用 新 案 登録 出願 公 開 1-22

5-5119 号）の願 書 に添付 した 明細 書及 び 図面 の 内容 を記録 した
CD-ROM (ュ 二 . チ ャ ー ム株 式 会社 ）1993. 01. 26, 段 落 【0013】- 【0021 】

図 3 ( フ ァ ミ リ ー な し）

P, A J P 2012-136791 A (花 王株 式 会社 ）2012. 07. 19，段 落 【0008】- 【0035 】 1-24

全 図 & W0 2012/086730 A 1

E， A JP 2013-17530 A (花 王株 式 会社 ）2013. 01. 3 1，段 落 【0009】 【0033 】 1-24

【0035 】 - 【0036 】， 図 1-8 ( フ ァ ミ リ ー な し)
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第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができないときの意見 （第 1ページの 2 の続き）

法第8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定により、この国際調査報告は次の理由により請求の範囲の一部について作
成 しなかった。
1 . 請求項 は、この国際調査機関が調査をすることを要しない対象に係るものである。

つまり、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査をすることができる程度まで所定の要件を満
ない国際出願の部分に係るものである。つまり、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であってP C T 規則6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載されていない。

第 欄 発明の単一性が欠如しているときの意見 （第 1ページの 3 の続き）

次に述べるようにこの国際出願に二以上の発明があるとこの国際調査機関は認めた。
請求項 1に係る発明は、文献 1 (US 5242632 A (Mitsui Petrochemical Industries, Ltd. ) ,

1993. 09. 07，5欄 59行- 11欄20行 , FIGS. 1-10) に記載された発明に対 して新規性が認められず、
特別な技術的特徴を有 しない。また、請求項 1に係る発明と請求項23-24 に係る発明とは、同一
又は対応する特別な技術的特徴を含む技術的関係にない。

よって、請求の範囲には、以下に示す 2 の発明 （群）が含まれる。
なお、特別な技術的特徴を有 しない請求項 1に係る発明は、発明 1 に区分する。
(発明 1 ) 請求項 1-22 ：第 1 突出部の頂点から第 2 突出部の頂点へと繋がる壁部に、前記第 2

突出部の内部空間へ向けて括れた部分を有するシー ト。
(発明 2 ) 請求項23-24 : ウェブに凹凸形状を賦形する不織布の製造方法。

出願人が必要な追加調査手数 期間内に納付したので、 この国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 追加調査手数料を要求するまでもなく、 調査可能な請求項について調査することができたので、追加調
查手数料の納付を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料を一部のみしか期間内に納付しなかったので、この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 出願人が必要な追加調査手数料を期間内に納付しなかったので、 この国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されている発明に係る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関する注意
□ 追加調査手数料及び、該当する場合には、異議申立手数料の納付と共に、出願人から異議申立てがあった。

追加調査手数料の納付と共に出願人から異議申立てがあつたが、異議申立手数料が納付命令書に示した期間
内に支払われなかった。
追加調査手数料の納付はあったが、異議申立てはなかった。

様式P C T I S A 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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